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1．はじめに

　商業科の先生方は，平成 30 年 3 月に告示された

新学習指導要領に関する研修会等に参加してその改

訂の趣旨や内容について理解し，令和 4 年度からの

全面実施に向けた教育活動の準備ができているだろ

うか。新型コロナウイルスの感染拡大によって，教

育活動が制限され，それどころではないと考えてい

る商業科の先生方もおられると思う。そこで，令和

4 年度からの新学習指導要領の全面実施に向けて理

解を深めるとともに，その課題について述べたい。

2．新学習指導要領の円滑な実施に向けての課題

（1）�「社会に開かれた教育課程」の実現と社会で必

要とされる「資質・能力」の育成

　新学習指導要領に示された「社会に開かれた教育

課程」とは，「よりよい学校教育を通じてよりよい社

会を創るという目標を学校と社会とが共有し，それ

ぞれの学校において，必要な教育内容をどのように

学び，どのような資質・能力を身に付けられるよう

にするのかを明確にしながら，社会との連携・協働

によりその実現を図っていく」という考え方である。

　商業科の先生方は，「社会に開かれた教育課程」を

実現することの重要性については理解しているが，

それを実践するとともに，地域，産業界，保護者等

がどのような資質・能力を備えた人材を必要としてい

るのか，学校全体で情報共有ができているだろうか。

　例えば，一般社団法人日本経済団体連合会が平成

30 年 11 月 22 日に公表している「2018 度新卒採用

に関するアンケート調査結果（資料 1）」によると，

企業が選考に当たって，特に重視した点について，

1 位コミュニケーション能力（82.4％），2 位主体性

（64.3％），3 位チャレンジ精神（48.9％），4 位協調

性（47.0％），5 位誠実性（43.4％）を挙げている。

興味深いのは，商業科の先生方が生徒に熱心に指導

している専門知識や技術の習得（専門性）について

は，13 位（12.0％）である。
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　これは，学校教育によってある程度期待している

専門性のレベルが維持されているから，それ以外の

資質・能力に期待しているとも考えられるので，企

業があまり専門性を重視していないとは言えないが，

コミュニケーション能力，主体性，チャレンジ精神

等に期待していることは確かである。しかも，一般

社団法人日本経済団体連合会が平成 30 年 11 月 22

日に公表している『「選考時に重視する要素」の上

位 5 項目の推移（資料 2）』によると，1 位のコミュ

ニケーション能力は 16 年連続，2 位の主体性は 10

年連続である。これらは，従前の学習指導要領でも

同様に育成を目指していた資質・能力であるが，こ

の結果を見ると，依然として企業からの期待が変

わっていないことから，現在まで企業の期待通りに

資質・能力が育成されているとは言えない。

　これらの資質・能力は，「主体的・対話的で深い

学び」の視点からの授業実践で実現できると考えら

れている。特に商業科では，会計分野やビジネス情

報分野の科目に比べ，グループワーク，調査研究，

発表をしやすいマーケティング分野やビジネス経済

（マネジメント）分野の科目の授業が効果的である

と考えられる。しかし，「令和 2 年度入学生の教育

課程の編成状況〔履修する場合の単位数〕（資料

3）」によると，これらの分野の科目は，全て平均

履修単位数が 3 単位を下回っており，グループワー

ク，調査研究，発表を行う授業時数が十分に確保で

きているとは言えない。つまり，地域，産業界，保

護者等が期待する資質・能力を備えた人材を育成す

る教育課程を編成しているとは言えないのではない

かと感じる。

　これらは一例であるが，商業科の先生方は，地域，

産業界，保護者等がどのような資質・能力を備えた

人材を必要としているのかを理解し，その資質・能

力を育成する効果的な教育課程を編成していくこと

が課題である。

　では，商業科の先生方は地域，産業界，保護者等

との関係構築が重要であることが分かっていても，

なぜそれが進まないのであろうか。それは，学校の

組織の中で「その役割を担うのが誰なのか」がはっ

きりとしていないからである。そこで，地域，産業

界，保護者等との連携を担う校務分掌や担当者を設

けることが課題である。

　さらに，商業科の先生方一人一人も，連携を担う

担当者だけに任せるのではなく，中央教育審議会

（平成 28 年 12 月 21 日）の答申にも「社会や世界の
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状況を幅広く視野に入れ」とあるように，商業科の

先生方自身が地域やビジネス社会の現状を学ぶ姿勢

を持ち続けることが大切である。学校現場で校務を

こなしながら，変化の激しい社会に対して常に高い

アンテナを張ることは大変なことだが，地域やビジ

ネス社会の状況を把握しなければ商業の教育活動は

できない。そこで，例えば，地域や産業界等の異業

種の関係者等と計画的に協議したり，インターネッ

ト等を活用したりして情報収集することが望まれる。

（2）カリキュラム・マネジメントの実現

　新学習指導要領には，「カリキュラム・マネジメ

ント」について，次のような内容が示されている。

○教科等の目標や内容を見渡し，特に学習の基盤と

なる資質・能力（言語能力，情報活用能力，問題発

見・解決能力等）や現代的な諸課題に対応して求め

られる資質・能力の育成のためには，教科等横断的

な学習を充実することが必要。また，「主体的・対

話的で深い学び」の充実には単元など数コマ程度の

授業のまとまりの中で，習得・活用・探究のバラン

スを工夫することが重要。

○そのため学校全体として，教育内容や時間の適切

な配分，必要な人的・物的体制の確保，実施状況に

基づく改善などを通して，教育課程に基づく教育活

動の質を向上させ，学習の効果の最大化を図ること，

すなわちカリキュラム・マネジメントの確立が重要。

　では，カリキュラム・マネジメントの意義を学校

全体で共通理解し，自校の教育目標に向けた教育課

程を作成，評価，改善をしていく校内体制が構築で

きているだろうか。また，商業科の先生方が「主体

的・対話的で深い学び」の視点を取り入れ，ビジネ

ス社会や地域社会で必要な資質・能力を育成するた

めの授業づくりにチャレンジできているだろうか。

まだ，できてはいないと考えている商業科の先生方

が多いのではないかと思う。

　それは，校内に教育課程や授業づくりをコーディ

ネートする役割を担う専門的な人材が配置されてい

ないからである。そこで，学校全体の教育課程の編

成や実際の授業づくりなどをコーディネートする責

任者を設置して，サポートする体制を整えることが

望まれる。さらに，商業科の先生方が授業づくりに

尽力できるよう，校内研修のシステムを構築するこ

とも大切である。その際に，教科や学年といった横

のつながりだけではなく，それを超えた組織を構築

することが大切である。

　さらに , 新学習指導要領では，深い学びの鍵とし

て，新たに「見方・考え方」という言葉が盛り込ま

れている。この「見方・考え方」については，「どの

ような視点で物事を捉え，どのような考え方で思考

していくのか」というその教科ならではの物事を捉

える視点や考え方である。これらを基本として深い

学びにつなげられるよう商業科の先生方一人一人が

授業づくりにチャレンジしていくことが大切である。

（3）学習評価の円滑な実施

　新学習指導要領の総則において，学習評価の目的

等について新たに項目が置かれている。このことか

ら，新学習指導要領の円滑な実施には，学習評価が

不可欠であることが分かる。

　各学校では学習評価の実施に向け，これまでも積

極的に取り組んでいただいているところであるが，

評価することに重点が置かれ，評価の結果が生徒の

次の学習につながるようフィードバックできていな

かったり，評価の結果が商業科の先生方の指導の改

善につながっていなかったりするなどの課題がある。

　学習評価が，「評価のための評価」に終わること

のないよう，生徒の学習改善 , 教員の授業改善につ

ながる学習評価の在り方について実践研究に努めて

いただき，生徒が自分自身の目標や課題をもって学

習を進めていけるように評価を行うことが大切であ

る。そのためにも，学習評価の円滑な実施向けて，

校内体制を充実することが望まれる。

3．おわりに

　令和 4 年度からの新学習指導要領の全面実施に向

けどのようなことを準備すべきか，その課題につい

て述べたが，このほかにも，学習指導要領の改訂の

経緯及び基本方針，さらに，商業に関する学習指導

要領の改訂の趣旨及びその内容について研究を深め

るとともに，学習評価の評価規準の作成など様々な

課題が考えられる。

　商業科の先生方においては，これらのことを参考

に，円滑なスタートが切れるよう，更なる実践研究

をお願いしたい。


